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　　基本理念

　　太洋食品株式会社は食を通じてあらゆる世代の人々においしさを提供し豊かな生活に貢献することを

　企業理念とし缶詰・瓶詰・レトルト食品業界において環境負荷低減に努め、持続可能な循環型社会の実現

　に向けた事業活動を行っていきます。

　　太洋食品株式会社が行う事業活動の中でSDGｓへの取り組みは環境経営における重要な課題と認識し、

　以下の行動指針を定め、積極的・継続的に改善を行っていきます。

　　行動指針

　　　　環境経営への取り組みにおける重要課題を以下の通りとします。

　　１．当社の事業活動及び製品が関わる環境汚染の予防を推進すると共に、食品リサイクル、環境経営

　　　　システムの継続的改善を図ります。

　　２．当社の事業活動に関わる全ての環境関連法規を遵守し、環境保全を行います。

　　３．当社の事業活動及び製品が関わる以下の項目を環境重点テーマとして、日常の活動を通して取組

　　　　みます。

　　　(1)発生する食品廃棄物の削減・再資源化に努めます。

　　　(2)生産設備の合理化、生産効率化を図り、原材料・製品の廃棄ロスを削減します。

　　　(3)電気、化石燃料等の省エネルギー対策を推進し、二酸化炭素排出量の削減に取り組みます。

　　　(4)「水の都　しまばら」の水質向上のため排水量の削減と水質の維持向上に努めます。

　　４．環境経営方針を全従業員へ周知させ取り組んでまいります。

制定日：2010年7月15日

改定日：2017年4月1日

改定日：2019年4月1日

改定日：2020年12月1日

１.　　環境経営方針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    太   洋   食   品   株   式   会   社

代表取締役社長 　髙山　弘人
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2023年3月31日

　　事業所名及び代表者名

太 洋 食 品 株 式 会 社

代表取締役社長　髙山　弘人

　　所在地(対象組織)

本社・島原工場 〒855-0801
長崎県島原市高島1丁目365番地 (認証済み)

〒859-1504
長崎県南島原市深江町丁7460-1 (認証済み)

　　事業の内容

農水産缶詰、食肉加工缶詰、びん詰、レトルト食品及び陳皮の製造・販売

　　事業所の規模

従業員数 本社・島原工場 123 名
物流センター 5 名

合　計 128 名

敷地面積 本社・島原工場 14,106 ㎡
物流センター 19,056 ㎡
陳皮工場 560 ㎡

合　計 33,722 ㎡

　　資本金及び売上高

設立　1955年１月 資本金　8,000万円 事業年度：4月～翌年3月

2020年度 15.1 億円

2021年度 13.1 億円

2022年度 13.2 億円

　　環境管理責任者及び担当者氏名と連絡先

環境管理責任者 田中　照久

認証・登録範囲 連絡先

本社・島原工場 TEL(0957)63-0333

FAX(0957)63-7639
e-mail:e.yamashita@kintaiyo.co.jp

物流センター 　森　裕 TEL/FAX(0957)72-6827

e-mail:hiroshi.mori@kintaiyo.co.jp
　　　

陳皮工場 上野　和則 TEL/FAX(0957)72-6827

e-mail:kazunori.ueno@kintaiyo.co.jp

対象範囲・・・全組織、全事業活動

物流センター
・陳皮工場

陳皮工場長

２.　　事業所の概要

常務取締役
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事業推進部長

物流センター責任者

ＥＡ２１事務局
山下　英剛

責任者



役割・責任及び権限

社　　　長 ・環境経営方針の決定と環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの見直し

・ﾏｽﾀｰｽｹｼﾞｭｰﾙの承認

・環境管理責任者の任命

環境管理責任者 ・工場の環境保全活動の推進

・工場の環境改善計画の立案

・環境保全活動の仕組み作り

・計画に伴う各部門への指示

・計画のﾏｽﾀｰｽｹｼﾞｭｰﾙの作成と管理

・定例会議の主催

・経営層への進捗報告

事務局 ・環境管理責任者補佐

・各部門からのﾃﾞｰﾀまとめ

・ｴﾈﾙｷﾞｰ投入量の把握

・資源投入量の把握

・廃棄物排出量の把握

・電力使用量 ・水使用量の把握

環境保全推進者 ・部門の環境改善実施計画の立案

（各部門責任者） ・環境保全活動の実施/推進

・問題点の把握と解決

・定例会議への出席

・ﾒﾝﾊﾞｰの教育

全従業員

常務取締役　田中　照久

髙山　弘人

代表取締役社長

2022年6月1日

内部環境監査チーム

田中　照久

　３．　エコアクション21 実施体制

環境管理責任者

EA21事務局

山下　英剛
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福田　哲嗣 （兼務）森　裕森　裕

生産部長

山下　英剛

・EA21の趣旨を理解し工場内及び周辺の環境保全に努める

松尾　修一

責任者責任者 責任者

物流センター

責任者

陳皮工場

責任者

陳皮工場長

上野　和則

本社・島原工場

責任者

事業推進部長
品質保証部長
商品開発室長

営業部長

物流ｾﾝﾀｰ



目標値設定 数

行動 基準年 量 1年目 2年目 3年目

指針 2021年度 単 2022年度 2023年度 2024年度

の実績値 位

CO2排出量 1,892.7 ｔ-CO₂ 2,027.3 2,028.0 2,024.7 （注1）

生産金額 13.6 億円 15.3 15.4 15.4

3-(1) 食品リサイクル率 リサイクル率100％継続 100 ％ 100 100 100 ﾘｻｲｸﾙ率

99.0 t/億円 61.5 61.5 61.5 原単位

1,349.0 ｔ 941.0 947.1 947.1

３-(3) CO2排出量削減 基準値より3年後迄に
1％削減

139.0 t/億円 132.5 131.7 131.5 原単位

29.8 千㎥/億円 29.7 29.6 29.5 原単位

405.3 千㎥ 454.4 455.8 454.3

13.9 万kWh/億 12.5 12.4 12.4 原単位

188.7 万kWh 191.3 191.0 191.0

3.0 kL/億円 3.0 3.0 3.0 原単位

41.2 kL 45.9 46.2 46.2

7.6 kL/億円 7.0 6.9 6.9 原単位

103.5 kL 107.1 106.3 106.3

19.5 千㎥/億 18.9 18.8 18.7 原単位

265.3 千㎥ 289.2 289.5 288.0

３-(2)
生産歩留向上
（みかん缶詰）

過去の実績に基づいて設
定（基準値より3年後ま
でに1％削減）

31.8 ｋｇ/ｹｰｽ 26.4 26.3 26.2

4

（ガソリン・軽油削減）

（電力量削減）

（都市ガス使用量削減）

３-(3)

廃棄物削減

過去の実績に基づいて設
定（基準値より3年後迄
に10.8％削減）

基準値を維持

３-(3) （灯油使用量削減）

３-(3)

３-(4) 排水量削減　

過去の実績基づいて設定
（基準値より3年後まで
に37.9％削減）

３-(3)

みかん生産計画に基づき
目標値設定（基準値より
3年後迄に9.2％削減）

注：使用電力のCO2排出量の算定には2018年度の九州電力㈱の調整後排出係数 0.000347t-CO2/kWhを

用いた。

４．　環  境  経  営  目  標
2022年3月31日

環境経営方針 環境経営目標

環境経営目標値

備　　考

基準値より3年後迄に
1％削減

３-(2)

過去の実績に基づいて設
定（基準値より3年後迄
に4.1％削減）



(具体的な取組内容) 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

3-(1) 食品ﾘｻｲｸﾙ率維持 生産部 毎月
食品循環資源のリサイクル率
100％を維持。

3-(2) 廃棄物削減 生産部 毎月
生産効率化を図り生原料保管日数
を削減する事で腐敗果削減。

3-(3) CO2排出量削減 生産部 毎月

老朽化した製造設備を省エネ型へ
随時更新しCO2排出量削減に繋げ
る。

3-(3)
都市ガス使用量
削減

生産部 毎月
蒸気配管への保温材取り付け、蒸
気漏れ箇所の適宜修繕及びスチー
ムトラップ設置。

3-(3) 電力量削減
生産部
事推部
営業部

毎月
工場内LED照明化推進、排水ブロ
アー台数制御実施。　事務所内不
必要な電灯消灯推進。

3-(3)
ガソリン・軽油
削減

営業部
生産部
物流部

毎月
電気フォークリフト車への更新
エコドライブ推進。

3-(3) 灯油使用量削減 生産部
シー
ズン

みかん生産と陳皮工場の連携の取
れた稼働。

3-(4) 排水量削減 生産部 毎月
工場ドライ化推進。節水対策（回
収水使用）。

生物多様性に対
する取り組み

事業推進部 年1回
構外清掃活動実施。
地域ボランティア活動参加。

3-(2) 生産歩留向上
生産部
業務課

毎月

計画的な生原料受入・保管管理強
化。　生産トラブル発生による生
産遅延を防ぐ為、設備定期メンテ
ナンスの確実な実施。

3-(2)
製造・販売・
サービスに対す
る環境配慮

生産部
営業部
商品開発

年1回

生産歩留向上の為の方策検討。環
境に配慮した包装容器への切り替
え検討。

5．　2022年度　　EA21環境経営活動計画書

行動
指針

2022年4月1日

5

環境経営目標
環境経営活動計画 実　　施　　月

責任部門

チェッ
ク

（頻
度）



2023年3月31日

2022年4月より2023年3月までの取組結果は下記のとおりです。

目標値に対する削減基準【○・・・目標値より+0％以上、△・・・目標値より－0％～－10％、×・・・目標値より－11％以上】

行動
指針

項　目 単位 目標値 実　績
目標値に

対する過不足
削減率
（％）

結果 評　　　価

CO2排出量 ｔ-CO₂ 2,027.3 1,687.3 -340.0 16.8% 〇

都市ガス削減によりCO2排出量は
削減できた。

生産金額 億円 15.3 12.8 -2.5 -

3-(1) 食品ﾘｻｲｸﾙ率推進 ％ 100.0 100.0 0.0 0.0% ○
食品循環資源再生利用量100％

廃棄物削減 原単位 t/億円 61.5 95.0 33.5 -54.4%

排出量 ｔ 941.0 1,212.8 271.9

3-(3) CO2排出量削減 原単位 ｔ/億円 132.5 132.1 -0.4 0.3% 〇

都市ガス使用量削減 原単位 千㎥/億円 29.7 27.1 -2.6 8.7%

使用量 千㎥ 454.4 346.4 -108.0

電力削減 原単位 万kWh/億 12.5 13.6 1.1 -9.2%

使用量 万ｋWh 191.3 174.2 -17.0

ｶﾞｿﾘﾝ・軽油削減 原単位 kL/億円 3.0 3.0 0.0 -0.9%

使用量 kL 45.9 38.7 -7.2

灯油使用量削減 原単位 kL/億円 7.0 7.4 0.4 -6.1%

使用量 kL 107.1 94.8 -12.3

排水量削減 原単位 千ｔ/億円 18.9 18.9 0.0 -0.2%

排水量 千㎥ 289.2 241.7 -47.5

3-(2) 生産歩留り向上 ㎏/ｹｰｽ 26.4 32.1 5.7 -21.6% ×
計画的な仕入・生産が出来なかっ
た。

※食品リサイクル率の項目：本数値は、『食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律』（食品リサイクル法）第９条の規定に

　 基づき農林水産大臣・環境大臣へ提出した『令和4年度定期報告書』に記載の数値です。

　【食品リサイクル法に基づく定期報告　令和4年度】

総発生量 1,096.0ｔ

発生抑制実施量 0.0ｔ

再生利用実施量 肥料 941.0ｔ

　 飼料 155.0ｔ

熱回収実施量 0.0ｔ

減量実施量 0.0ｔ

再生利用等実施率 100.0%

使用量は生産量減少により削減で
きたが、生産効率悪化し、予算未
達。

前年比4.1％削減できたものの目
標値達成までには程遠い結果と
なった。

排水量減少も目標に若干届かず。

６-1．　環境経営活動に対する実績
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〇

前年比10％削減、目標比8.7％削
減。

△

前年比1.8％削減できたが、目標
未達。

△

使用量減少も目標に若干届かず。

×

3-(4)

3-(3)

3-(3)

3-(3)

3-(2)

△

3-(3) △



№

1

2

3

【補足説明】
2022年度は前年に引き続き各種資材の高騰・人件費上昇や人手不足及び主原料であるみかんの原料不足や
品質悪化もみられ、計画通りの生産ができませんでした。

実績及び課題別の目標達成結果、評価は6ページに記載の通りです。
対象期間中に、上記の改善に取り組んできました。

今年度は認証取得したFSC22000を運用し、環境経営に取り組んで参ります。
なお、次年度の主な取組課題は、次ページに記載します。

2023年3月31日

FSSC22000認証取得

取組結果・評価主な取り組み内容

FSSC22000認証取得（2022.7.8）した。食品安全マネジメント
システムを通して品質向上を目指しより良い環境経営活動を行う事が
できた。
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廃棄物削減

6-2．環境経営活動の取組結果とその評価

柑橘類の脱水設備導入予定ではあったが、その他投資案件が重なり、
一旦保留とした。

地域生産者との交流を深め、活用できる農水産物の商品開発を検討
中。

SDGｓへの取り組み



(具体的な取組内容) 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

3-(1)
食品ﾘｻｲｸﾙ率
維持

生産部 毎月
食品循環資源のリサイクル率
100％を維持。

3-(2) 廃棄物削減 生産部 毎月
生産効率化を図り生原料保管日
数を削減する事で腐敗果削減。

3-(3)
CO2排出量
削減

生産部 毎月

省エネタイプの機械類の更新及
び効率生産によるCO2削減。

3-(3)
都市ガス使
用量削減

生産部 毎月
蒸気バルブの交換及び漏れ箇所
の早期修繕。

3-(3) 電力量削減
生産部
事推部
営業部

毎月
工場内LED照明化推進、排水ブ
ロアー台数制御実施。　事務所
内不必要な電灯消灯推進。

3-(3)
ガソリン・
軽油削減

営業部
生産部

毎月
エコドライブ推進、外注配送
ルートの見直しによる使用量削
減。

3-(3)
灯油使用量
削減

生産部 毎月
みかん生産と陳皮工場の連携の
取れた稼働

3-(4) 排水量削減 生産部 毎月
工場ドライ化推進。節水対策
（回収水使用）。

生物多様性
に対する取
り組み

事業推進
部

年1回
構外清掃活動実施。
地域ボランティア活動参加。

3-(2)
生産歩留向
上

生産部
業務課

毎月

計画的な生原料受入・保管管理
強化。　生産トラブル発生によ
る生産遅延を防ぐ為、設備の定
期保守点検。

3-(2)

製造・販
売・サービ
スに対する
環境配慮

生産部
営業部
商品開発

年1回

生産歩留向上の為の方策検討。
環境に配慮した包装容器への切
り替え検討。

※上記活動計画における重点取り組み内容

№

1

2

3

2023年3月31日
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環境設備

地場の農産物を活用した商品開発を行い、地域の農業を守り地域経済の
活性化に繋げる。

工場内の排水経路の見直しを行い、雨水と工場排水を区分し排水処理施
設の負荷低減を図る。

老朽化した塩酸タンクの取り換え実施。

環境活動計画

７．2023年度　EA21環境経営活動計画

責任部門

チェッ
ク

（頻
度）

実　　施　　月

SDGs関連取り組み

排水量削減

行動
指針

環境目標

取り組み内容項目



承　認 作　成

田中 山下

環境管理
責任者

環境
事務局

田中 山下

環境管理
責任者

環境事務
局

許可
届出
報告

資格
届出
先

証拠 判定

・委託基準：一般廃棄物
収集業者の許可の確認

一般廃棄物(紙く
ず、繊維くず、木
くず、生ｺﾞﾐ等)

・1回/年 事業
推進

許可証

○

・委託基準：産業廃棄物
収集運搬・処理業者の許
可の確認、契約

事業
推進

契約書
許可証

・保管基準：60cm×
60cm以上表示

飛散・浸透防止、衛生管
理

・マニフェスト交付

A,B2,D,E票の保管(5年
間)、B2,D票が90日、E
票が180日以内に返送
されない場合は30日以
内に知事に報告する

・産業廃棄物管理票交付
等状況報告書の提出

・6月末迄
○

知事 事業
推進

報告書
○

・産業廃棄物業者訪問実
施

最終処分場（共
和化工、林田畜
産）

・1回/年 生産
○

・食品廃棄物発生の抑制 ･定期
報告

再生利用実施率
の報告

・1回/年
○

知事 事務 報告書
○

・食品循環資源の再利用 植物性残渣

毒物及び
劇物取締

法

・盗難／漏洩防止
・容器への表示
・保管施設への表示
・取扱者の選任

塩酸、苛性ソー
ダ、
試薬

作業終了時
1回/月

品証 現場
観察

○

水質汚濁
防止法

・排水濃度の測定・記録 ･定期報
告 排水処理施設

・毎日
○設
置時

知事 品証 届出書
測定記
録

○

・水質管理　(統括管理
責任者) 1000t以上の

排水
〇

知事 品証 届出書

○

該当する要求事項
（対応すべき事項）

順守評価

産業廃棄物
（金属類・廃プ
ラ類・廃ガラ
ス・木製ﾊﾟﾚｯ
ﾄ）

・契約書/
許可証につ
き1回/年

食品リサ
イクル法

○

法規制等
の名称

関連条
例等に
よる規

制

該当する設備・
項目

届出・報告・資格

８．環境法令の遵守状況
登録

順守評価日：2023年5月22日

遵守評価

担当
部署

廃棄物
処理法 事業

推進

点検・測定
頻度、実施
時期

9

・ﾏﾆﾌｪｽﾄの
新規交付時
又は月末

○

ﾏﾆﾌｪｽﾄ知事

〇



許
可

届出
報告

資
格

届出
先

証拠 判定

消防法

・防火管理者の任命 収容人員50名
以上、延床面積
500㎡以上

○ ○
消防
署

事業
推進

届出書

○

・定期点検 地下タンク貯蔵
所

1回/年 生産 点検記
録表 〇

・危険物取扱者の設置
危険物取扱所 〇

生産 危険物
資格 〇

・法定検査 ・1回/年 知事 検査結
果書 ○

・保守点検 ・1回/2ヶ
月 ○

点検記
録票 ○

・清掃 ・1回/3ヶ月 清掃記
録票 ○

容器包装
リサイク

ル法

・容器リサイクル

瓶・ビニール

※年1回

○

事業
推進

届出書

○

フロン排
出抑制法

・定期点検・簡易点検
・廃棄時（廃棄物・リサ
イクル業者に機器を引き
渡す際）には引取証明書
の写しを作成し、機器と
一緒に渡す。

業務用エアコン
業務用冷凍機

※簡易1回
/3ヶ月
※定期1回/
年

事業
推進

点検記
録簿
引取証
明書 ○

○環境関連法規への違反、訴訟の有無

　環境関連法規への違反はありません。なお、関連当局よりの違反等の指摘は、過去３年間ありません。

○食品リサイクル法の遵守状況

　食品リサイクルについて、全量を循環資源として再利用しており、リサイクル率は2008年度以降100%

　を連続して達成しています。

評定者：環境管理責任者

常務取締役　田中　照久

法規制等
の名称

該当する要求事項
（対応すべき事項）

届出・報告・資格
担当
部署

順守評価

浄化槽法

浄化槽（工場内
2ヶ所、社宅
１ヶ所）、物流
センター1ヶ
所）

事業
推進

10

関連条
例等に
よる規

制

該当する設備・
項目

点検・測定
頻度、実施

時期
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2023年5月30日

９．　代表者による評価と見直し

・対象期間 2022年4月～2023年3月

FSSC22000（食品安全マネジメントシステム）を2022.7.8に認証取得し
運用を開始した。安全・安心で高品質な商品を提供する事を食品安全方針に掲
げ、当社が目標としているSDGsの3つの目標の取り組みも含めた環境経営活動
を行った。

昨年のロシアによるウクライナ侵攻の影響により世界経済の混乱を招きエネ
ルギーコスト上昇・為替リスクなど地政学的リスクが高まり、当社においても
その影響を直に受けており、また使用原料の加工適正悪化・天候不順や作柄減
による調達量減少が生産量減少に直結し、収益を圧迫している状況が続いてい
る。

そうした中で、当社としてはサプライヤーとの情報共有を密に図り生産効率
化の為の機械導入、環境負荷の少ない資材を使用した商品開発や、廃棄物削減
などに繋げていき、環境経営目標を達成できるように全社一丸となって取り組
む。

当社が置かれている現状を十分に把握し、リスクと機会を明確にしたうえで、
計画的に事業活動を行っていくことが、環境経営活動においては重要と言える。

「エコアクション21」、「ＦＳＳＣ22000」の「環境」と「品質」の二つ
を組み合わせ、その取り組みに全従業員が参画する事でより良い環境経営が行
え、更には安全で安心な商品を提供していくことで、各ステークホルダーに対
する信頼を得る事ができる。

今までの環境経営活動の中で培ってきたノウハウを生かし次のステップへ進
めていけるよう環境経営マネジメントシステムの運用を図っていく。

太 洋 食 品 株 式 会 社
代表取締役社長 髙山 弘人


